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平
成
18
年
度
一
般
会
計
決
算
を
認
定
、

商
工
業
振
興
基
本
条
例
の
制
定
、

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
条
例
の
一
部
改
正
を
可
決

　

議
員
提
出
議
案
は
、
６
議
案
が
提
出
さ
れ
６
議
案
を
可
決

平
成
18
年
度
一
般

会
計
決
算
を
認
定

　

平
成
18
年
度
一
般
会
計
決
算
の

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

○
主
な
内
容

　

予
算
現
額
５
６
０
億
５
２
０
１

万
円
に
対
し
て
、
歳
入
決
算
額
は

５
５
３
億
３
０
６
８
万
円
、
歳
出

決
算
額
は
５
３
０
億
９
９
３
０
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
差
引
残
額
は

22
億
３
１
３
７
万
円
と
な
り
、
平

成
19
年
度
に
繰
り
越
す
も
の
で
す
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
２

６
３
億
２
３
６
８
万
円
で
全
体
の

47
・
58
％
を
占
め
、
前
年
度
と
比

較
し
て
６
億
７
６
４
０
万
円
増
加

し
ま
し
た
。
次
い
で
、
地
方
交
付

税
が
68
億
１
１
９
０
万
円（
12･

31

％
）
で
前
年
度
比
７
億
８
２
１
８

万
円
の
減
少
、
国
庫
支
出
金
が

45
億
２
６
９
０
万
円
（
８
・
18
％
）

で
前
年
度
比
３
億
９
４
９
２
万
円

の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
債
は
29
億
８
９
１
０

万
円
（
５
・
40
％
）
と
な
り
、
合

併
準
備
事
業
の
終
了
に
伴
い
、
前

年
度
比
30
億
２
６
１
０
万
円
の
減

少
と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

　

歳
出
に
お
い
て
占
め
る
割
合
の

大
き
い
も
の
は
、
民
生
費
が
１
６

４
億
８
１
７
４
万
円
で
全
体
の

31
・
04
％
を
占
め
、
児
童
手
当
費
、

生
活
保
護
費
や
国
民
健
康
保
険
等

特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
等
が
増
加

し
ま
し
た
。
次
い
で
、
総
務
費
が

82
億
１
８
３
２
万
円
（
15
・
48
％
）、

公
債
費
が
77
億
６
１
０
８
万
円

（
14
・
62
％
）、
衛
生
費
が
60
億
６

２
８
５
万
円
（
10
・
64
％
）、
教
育

費
が
54
億
３
６
２
４
万
円
（
10
・

24
％
）、
土
木
費
が
52
億
８
８
２

３
万
円
（
９
・
96
％
）
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
　
　
【
賛
成
多
数
で
原
案
可
決
】

討　

 

論

市
民
の
願
い
の
実
現
の
た
め

緊
張
感
を
持
っ
て
努
力
す
る
こ
と

を
求
め
反
対
（
日
本
共
産
党
）

　

合
併
後
初
め
て
の
通
年
決
算
で

す
。
こ
こ
数
年
、
市
民
の
所
得
が

減
る
中
で
増
税
が
進
み
、
住
民
税

定
率
減
税
半
減
や
公
的
年
金
等
控

除
の
見
直
し
に
よ
り
８
億
４
０
０

０
万
円
の
負
担
増
で
す
。
税
の
滞

納
は
約
81
億
円
と
な
り
、
差
押
え

は
前
年
の
２
倍
に
ふ
え
ま
し
た
。

納
税
誓
約
を
し
て
い
る
方
へ
の
差

押
え
は
や
め
、
十
分
な
納
税
相
談

を
す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

　

子
育
て
日
本
一
を
掲
げ
る
市
長

と
し
て
、
保
育
所
待
機
児
が
55
人

に
上
り
、
遺
児
手
当
の
所
得
制
限

が
導
入
さ
れ
、
対
象
が
狭
め
ら
れ

た
こ
と
は
問
題
で
す
。
ま
た
、
小

中
学
校
の
耐
震
化
率
は
35
％
と
低

く
、
安
全
上
大
変
心
配
で
す
。
一

刻
も
早
い
耐
震
化
を
求
め
ま
す
。

　

障
害
者
自
立
支
援
法
に
よ
り
本

人
負
担
１
割
が
重
く
の
し
か
か
っ

て
い
ま
す
。
負
担
軽
減
策
を
独
自

に
持
つ
べ
き
で
す
。
ま
た
、
放
課

後
児
童
ク
ラ
ブ
の
運
営
に
指
定
管

理
者
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
し
た
が
、

サ
ー
ビ
ス
低
下
、
安
全
軽
視
、
利

益
重
視
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。
行
政

の
責
任
で
十
分
関
与
す
べ
き
で
す
。

　

市
長
は
商
都
復
活
を
掲
げ
て
い

ま
す
が
、
商
工
費
が
歳
出
に
占
め

る
割
合
は
０
・
99
％
で
す
。
今
議

会
で
商
工
業
振
興
基
本
条
例
が
成

立
し
ま
し
た
が
、
実
効
あ
る
も
の

と
す
る
た
め
に
予
算
措
置
を
明
確

に
す
べ
き
で
す
。

限
ら
れ
た
財
源
を
合
理
的
か
つ

効
果
的
に
活
用
す
る
こ
と
を

要
望
し
て
賛
成
（
新
政
の
会
）

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
新
た

な
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
て
効
率
的

な
予
算
執
行
に
努
め
た
こ
と
は
評

価
に
値
す
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
歳
入
の
根
幹
を
な

す
市
税
は
、
税
制
改
正
を
反
映
し
、

引
き
続
き
伸
び
を
示
し
て
い
ま
す
。

収
納
率
向
上
に
つ
い
て
は
、
職
員

の
方
々
の
努
力
で
成
果
が
上
が
っ

て
お
り
、
歳
入
の
一
助
に
な
っ
て

い
る
も
の
と
思
い
ま
す
。
今
後
と

も
収
納
率
向
上
対
策
に
全
力
で
取

り
組
み
、
税
の
公
平
性
か
ら
も
、

　

こ
の
条
例
は
、
商
工
業
の
振
興

を
促
進
し
、
地
域
社
会
の
活
性
化

を
図
る
た
め
に
制
定
す
る
も
の
で

す
。

　

商
工
業
の
存
在
は
、
私
た
ち
の

生
活
に
欠
か
せ
な
い
製
品
・
サ
ー

ビ
ス
等
を
提
供
す
る
だ
け
で
は
な

く
、
地
域
の
に
ぎ
わ
い
づ
く
り
や
、

さ
ら
な
る
財
源
の
確
保
に
向
け
た

努
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

ま
た
、
市
債
は
、
合
併
準
備
関

連
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
か
ら
大

幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
市
債

は
貴
重
な
財
源
で
す
が
、
反
面
、

後
年
度
に
公
債
費
と
し
て
負
担
を

残
す
も
の
な
の
で
、
計
画
的
か
つ

慎
重
な
活
用
を
望
み
ま
す
。

　

歳
出
で
は
、
旧
谷
中
小
学
校
跡

地
整
備
事
業
は
、
周
辺
地
域
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
に
資
す
る
も

の
と
し
て
評
価
し
ま
す
。
ま
た
、

一
ノ
割
駅
に
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
と
身

障
者
ト
イ
レ
が
設
置
さ
れ
、
障
害

者
や
高
齢
者
の
安
全
と
利
便
性
が

向
上
し
た
も
の
と
評
価
し
ま
す
。

　

藤
塚
米
島
線
整
備
事
業
は
、
春

日
部
地
域
と
庄
和
地
域
を
結
ぶ
幹

線
道
路
で
あ
り
、
市
域
の
連
携
強

化
と
都
市
機
能
の
向
上
に
資
す
る

も
の
と
早
期
完
成
を
期
待
し
ま
す
。

商
工
業
振
興
基
本

条
例
の
制
定
を
可
決
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論

就
労
の
場
所
を
生
み
出
す
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
形
で
市
民
生
活
の
向

上
に
貢
献
し
て
お
り
、
春
日
部
市

の
発
展
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し

て
い
ま
す
。

　

条
例
の
主
な
内
容
は
、
市
、
商

工
団
体
等
、
商
店
会
及
び
事
業
者

が
協
働
し
、
市
民
の
理
解
と
協
力

の
も
と
に
商
工
業
の
振
興
を
推
進

し
て
い
く
こ
と
を
基
本
に
、
そ
れ

ぞ
れ
の
取
り
組
み
を
定
め
る
も
の

で
す
。

　
　
　
【
全
員
一
致
で
原
案
可
決
】

　

こ
の
議
案
に
つ
い
て
は
、
会
派

と
し
て
、
議
案
質
疑
を
行
い
ま
し

た
が
、
春
日
部
ら
し
さ
が
あ
り
ま

せ
ん
。
第
10
条
で
は
指
針
を
つ
く

る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、

執
行
部
の
答
弁
で
も
、
こ
れ
か
ら

半
年
か
ら
１
年
か
け
て
、
デ
ー
タ

を
集
め
、
指
針
を
作
成
す
る
と
の

こ
と
で
し
た
。
そ
の
た
め
、
そ
の

指
針
の
中
で
十
分
踏
ま
え
て
、
誰

が
見
て
も
こ
れ
は
春
日
部
ら
し
い
、

そ
し
て
実
効
力
の
あ
る
商
工
業
振

興
条
例
の
指
針
だ
と
い
う
内
容
と

な
る
こ
と
を
強
く
要
望
し
て
、
賛

成
す
る
も
の
で
す
。

平成18年度　会計別決算
歳入総額　553億3,068万円 歳 出 総 額　530億9,930万円

水道事業
（4.1％）

病院事業
（4.5％）

土地取得
（6.3％）

下水道事業
（5.4％）

介護保険
（6.7％）

老人保健
（9.4％）

国民健康保険
（17.3％）

市　税

市　債

国庫支出金

地方交付税

県支出金
地方消費税交付金

地方譲与税

その他

一般会計
42.4％

特別会計
49.0％

企業会計
 8.6％

民生費

総務費

公債費

衛生費

教育費

土木費

消防費
その他

国民健康保険
（17.4％）

老人保健
（9.5％）

土地取得
（6.3％）

介護保険
（6.7％）

下水道事業
（5.5％）

水道事業
（4.9％）

病院事業
（4.8％）

一般会計
41.0％

特別会計
49.3％

企業会計
  9.7％

一　　般　　会　　計

歳　　入 歳　　出

市 税 263億2,368万円 民 生 費 164億8,174万円

地方交付税 68億1,190万円 総 務 費 82億1,832万円

国庫支出金 45億2,690万円 公 債 費 77億6,108万円

市 債 29億8,910万円 衛 生 費 60億6,285万円

地方譲与税 24億2,152万円 教 育 費 54億3,624万円

県 支 出 金 22億2,077万円 土 木 費 52億8,823万円

地方消費税
交 付 金 18億3,163万円 消 防 費 22億7,647万円

そ の 他 82億   518万円 そ の 他 15億7,437万円

計 553億3,068万円 計 530億9,930万円

特　　別　　会　　計
歳　　入 歳　　出

国民健康保険 225億7,592万円 219億6,490万円

老 人 保 健 122億9,430万円 122億6,863万円

介 護 保 険 87億1,855万円 81億2,820万円

土 地 取 得 81億9,827万円 81億9,827万円

下水道事業 70億5,478万円 69億5,181万円

西 金 野 井 第 二
土地区画整理事業 37億7,837万円 26億2,366万円

看護専門学校 13億3,801万円 12億8,463万円

計 639億5,820万円 614億2,010万円

企　　業　　会　　計

水道事業 病院事業

収益的収入 44億8,538万円 56億8,999万円

収益的支出 41億5,553万円 60億1,004万円

資本的収入 9億1,184万円 1億9,818万円

資本的支出 21億8,657万円 2億2,904万円

西金野井第二
土地区画整理事業
     （2.9％）

看護専門学校
（1.0％）

西金野井第二
土地区画整理事業 
      （2.9％）

看護専門学校
（1.0％）

春
日
部
ら
し
い
実
効
力
の
あ
る

指
針
内
容
に
な
る
よ
う
強
く
要
望

し
て
賛
成（
フ
ォ
ー
ラ
ム
春
日
部
）
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放

課

後

児

童

ク
ラ
ブ
条
例
の

一
部
改
正
を
可
決

　

こ
の
条
例
は
、
春
日
部
地
域
と

庄
和
地
域
で
異
な
る
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
の
事
業
内
容
を
統
一
し
て
、

庄
和
地
域
の
管
理
運
営
に
指
定
管

理
者
制
度
の
導
入
を
図
る
た
め
改

正
す
る
も
の
で
す
。

　

主
な
改
正
内
容
は
、
庄
和
地
域

の
児
童
館
併
設
の
放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
を
廃
止
し
て
、
平
成
20
年
４

月
よ
り
川
辺
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
、

桜
川
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
、
中
野

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
各
小
学
校

に
開
設
す
る
も
の
で
す
。
さ
ら
に
、

庄
和
な
か
よ
し
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
の
名
称
を
南
桜
井
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
と
変
更
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
庄
和
地
域
の
放

課
後
児
童
ク
ラ
ブ
は
、
現
在
の
３

施
設
（
定
員
90
人
）
か
ら
、
４
施

設 

（
定
員
２
８
０
人
）
と
な
り
ま

す
。

　

ま
た
、
春
日
部
地
域
と
の
事
業

の
統
一
に
伴
い
、
保
育
料
を
８
０

０
０
円
に
改
正
し
ま
す
。
減
免
規

定
に
つ
い
て
も
、
春
日
部
地
域
と

同
様
に
な
り
ま
す
。

　

学
校
休
業
日
の
保
育
時
間
は
、

午
前
８
時
か
ら
午
後
６
時
30
分
ま

で
と
な
り
ま
す
。

　
　
　
【
賛
成
多
数
で
原
案
可
決
】

討　

 

論

保

育

料

の

値

上

げ

と

保
育
水
準
の
低
下
に
な
る

た
め
反
対
（
日
本
共
産
党
）

　

民
間
企
業
が
指
定
管
理
者
に
な

っ
た
場
合
、
利
益
を
上
げ
る
こ
と

が
最
大
の
目
的
と
な
り
ま
す
か
ら
、

安
全
性
が
お
ろ
そ
か
に
な
っ
た
り
、

保
育
の
水
準
の
低
下
が
懸
念
さ
れ

ま
す
の
で
、
指
定
管
理
者
制
度
で

は
な
く
、
市
直
営
に
統
一
を
す
べ

き
で
す
。

　

次
に
、
保
育
料
は
、
５
０
０
０

円
か
ら
８
０
０
０
円
に
１
・
６
倍

値
上
げ
に
な
り
、
保
育
時
間
は
、

学
校
休
業
日
の
開
始
が
７
時
30
分

か
ら
８
時
に
繰
り
下
げ
ら
れ
て
短

縮
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
「
負
担

は
低
く
サ
ー
ビ
ス
は
高
く
」
の
合

併
時
の
約
束
に
反
す
る
も
の
で
す
。

春
日
部
地
域
を
庄
和
地
域
の
水
準

に
合
わ
せ
る
べ
き
で
す
。

　

以
上
の
理
由
か
ら
、
こ
の
条
例

改
正
案
に
反
対
し
ま
す
。

保

育

内

容

の

充

実

と

効
率
的
な
運
営
を
図
る
こ
と
を

要
望
し
て
賛
成
（
新
政
の
会
）

　

今
回
の
改
正
に
よ
り
事
業
の
統

一
が
な
さ
れ
、
市
内
の
放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
の
保
育
の
平
準
化
が
図

れ
る
も
の
と
推
察
し
ま
す
。

　

ま
た
、
事
業
の
統
一
に
先
立
ち
、

庄
和
地
域
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

の
施
設
整
備
を
行
い
、
児
童
館
併

設
施
設
を
含
め
た
３
施
設
か
ら
、

学
校
敷
地
内
の
独
立
専
用
施
設
３

施
設
、
学
校
隣
接
施
設
１
施
設
の

４
施
設
に
充
実
す
る
も
の
で
あ
り
、

利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
た
施

設
整
備
に
な
っ
て
い
る
と
評
価
し

ま
す
。

　

今
後
も
、
児
童
の
健
や
か
な
成

長
を
は
ぐ
く
む
た
め
に
、
さ
ら
な

る
保
育
内
容
の
充
実
と
指
定
管
理

者
制
度
導
入
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
を

生
か
し
、
効
率
的
な
運
営
を
図
る

こ
と
を
要
望
し
て
賛
成
し
ま
す
。

議
員
提
出
議
案

中
小
企
業
の
事
業
承
継

円
滑
化
の
た
め
の
税
制

改
正
を
求
め
る
意
見
書

　

団
塊
の
世
代
が
引
退
時
期
に
差

し
掛
か
る
状
況
下
、
特
に
小
規
模

企
業
に
お
い
て
、
事
業
承
継
が
な

か
な
か
進
ん
で
い
ま
せ
ん
。

　

２
０
０
７
年
版
中
小
企
業
白
書

に
よ
る
と
、
昨
年
２
０
０
６
年
の

企
業
全
体
の
社
長
交
代
率
は
３
・

08
％
と
過
去
最
低
を
記
録
し
ま
し

た
。
従
業
員
規
模
別
で
は
、
規
模

が
小
さ
い
ほ
ど
社
長
交
代
率
が
低

下
す
る
傾
向
に
あ
り
、
小
規
模
企

業
に
お
け
る
事
業
承
継
の
難
し
さ

を
示
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
年
間
廃
業
者
29
万
社

（
２
０
０
１
～
２
０
０
４
年
平
均
）

の
う
ち
少
な
く
と
も
４
分
の
１
の

企
業
は
後
継
者
の
不
在
が
理
由
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
伴
う
雇

用
の
喪
失
は
毎
年
20
～
35
万
人
と

も
言
わ
れ
、
雇
用
情
勢
に
与
え
る

影
響
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

こ
う
し
た
、
中
小
企
業
の
廃
業

や
事
業
承
継
を
め
ぐ
る
問
題
は
、

日
本
経
済
の
発
展
を
阻
害
す
る
大

き
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
中

小
企
業
の
雇
用
や
高
度
な
技
術
を

守
り
、
事
業
承
継
を
円
滑
に
す
す

め
て
い
く
た
め
の
総
合
的
な
対
策

を
早
急
に
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　

事
業
承
継
に
係
る
諸
課
題
に
つ

い
て
、
従
来
か
ら
多
様
な
問
題
提

起
や
議
論
が
行
わ
れ
、
実
際
に

様
々
な
制
度
改
正
も
行
わ
れ
て
き

た
と
こ
ろ
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
残
さ
れ
た
課
題

の
う
ち
、
と
り
わ
け
相
続
税
を
中

心
と
す
る
税
制
の
問
題
は
、
承
継

当
事
者
・
関
係
者
に
と
っ
て
最
大

関
心
事
の
一
つ
で
す
。
平
成
19
年

度
の
税
制
改
正
大
綱
に
お
い
て
も
、

今
後
の
検
討
課
題
と
し
て
事
業
承

継
の
円
滑
化
を
支
援
す
る
た
め
の

枠
組
み
を
検
討
す
る
必
要
性
が
明

記
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

よ
っ
て
、
国
及
び
政
府
に
お
い

て
は
、
以
上
の
現
状
を
踏
ま
え
、

中
小
企
業
の
事
業
承
継
円
滑
化
の

た
め
に
税
制
改
正
な
ど
下
記
の
措

置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
要
望
し
ま

す
。

　
　
　
　
　
　

記

１　

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続

　

税
の
減
免
措
置
に
つ
い
て
、
抜

　

本
拡
充
を
図
る
こ
と
。

２　

非
上
場
株
式
の
相
続
税
法
上

　

の
評
価
制
度
に
つ
い
て
、
事
業

　

承
継
円
滑
化
の
観
点
か
ら
見
直

　

し
も
含
め
、
合
理
的
な
評
価
制

　

度
の
構
築
を
図
る
こ
と
。

３　

相
続
税
納
税
の
円
滑
化
を
図

　

る
た
め
に
、
事
業
承
継
円
滑
化

　

の
観
点
か
ら
必
要
な
措
置
を
講

　

じ
る
こ
と
。

４　

税
制
面
の
み
な
ら
ず
、
情
報

　

面
、
金
融
面
、
法
制
面
な
ど
、

　

事
業
承
継
の
円
滑
化
を
支
援
す

　

る
た
め
の
枠
組
み
を
検
討
し
、

　

総
合
的
な
対
策
を
講
じ
る
こ
と
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の

規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　

平
成
19
年
９
月
21
日

　
　
　
　
　
　
　

春
日
部
市
議
会

衆
議
院
議
長　

河
野　

洋
平　

様

参
議
院
議
長　

江
田　

五
月　

様

内
閣
総
理
大
臣　

安
倍　

晋
三　

様

財
務
大
臣　

額
賀
福
志
郎　

様

経
済
産
業
大
臣　

甘
利　
　

明　

様

　
　
　
【
全
員
一
致
で
原
案
可
決
】


